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イタリア公教育に関与する学校外主体の属性と機能
―Ａ組織の事例―
髙　橋　春　菜
はじめに
　本研究は、イタリアの初等・前期中等教育段階の学校に関与する教育主体の属性が多様化してい
ることを受けて、学校外主体の属性及び教育事業に携わる意図を、各人材への聞き取りないし質問
紙調査を通じて明らかにするものである。
　これらの学校外主体には、自治体等の公的主体に雇用され学校に派遣されている人材、民間で雇
用され学校に派遣されている人材、学校外の地域教育拠点で間接的に学校教育に貢献している人材
などが存在し、また、複数の属性を有する人材も存在する。さらに近年は、イタリアでも「社会的
企業」という新たな枠組で捉えられる民間主体のあり方が広まりつつあり、なかでも財団や社会的
協同組合がすでに学校の教育活動に参入している。
　本稿では、今日のイタリアにおける学校教育が、いかなる外部人材の、いかなる意図に支えられ
ているかを、各人材への聞き取りから明らかにすることで、新自由主義政策下での地域創生やコミュ
ニティ・スクール、社会教育士導入のあり方などを模索する日本の状況にも具体的な示唆を得たい。
１．研究の概要
（１）問題の所在
　イタリアの公教育行政は長く中央集権的であったが、1980 年代よりＥＵ諸国で財政危機と福祉
国家制度の行き詰まりが自覚されて「補完性原理」が地方自治憲章に明文化されると、1990 年代
以降、イタリアでも社会福祉行政全般に同原理が導入され、中央から地方へ、官から民への権限移
譲が進められた。公教育領域では「学校の自律性」（Autonomia scolastica）の仕組みが整えられ、
関連法で各学校に法人格が与えられると同時に、カリキュラムの自由裁量枠や独自の教育計画
（Piano Triennale  dell’Offerta  Formativa  :PTOF）の策定、学校と地域の連携の奨励などが明文化
された 1。
　かねてからイタリアでは、地域ぐるみで子どもの教育をおこなってはきたが、たとえば 1980 年
代の地域教育と今日のそれとでは体制が大きく変容している。すなわちボローニャの事例に関して
言えば、基礎自治体（コムーネ）が学校地域連携を牽引していた体制から、地域教育拠点の民営化、
コムーネの行政再編を通じて、徐々に、当該地域の教育事業を各学校や地域教育拠点の自律性に委
ねる体制に移行してきているのである。いまやコムーネの介入は、具体的な事業の立案や実施では
なく、ネットワークや制度基盤の整備にとどめられる。
　こうした新たな公教育の体制にも期待がもたれる一方で懸念されるのは、各主体が個別に活動を
展開することにより、かつては自治体の牽引のもとで共有されていた理念や方法といった教育リ
ソースが喪失されることや、人材や活動の質が低下することである 2。
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（２）調査方法
　こうした状況を踏まえ、本調査では、イタリアの公立学校に教育活動を通じて関与する外部主体
の各人材に聞き取り及び質問紙調査を行い、下記の点を明らかにした。なお、調査期間は 2017 年
2 月から 2018 年 2 月であり、おもに 2016/17 年度の状況を対象としている。
　まず、学校教育に関与する学校外主体の各人材の属性を、学歴、職歴、所属、養成・研修経験な
どの観点から明らかにした。これまで日本で紹介された海外における学校地域連携の事例の多くは、
NPO やボランティア団体の組織に目を向けた組織論であった 3。しかし、イタリアでは多くの人材
が、キャリアを通じて、あるいは同時並行的に、複数の組織に所属したりフリーランスで活動した
りしてきている。そのため、本調査では当該校への関与が個人単位である場合、個人への聞き取り
をおこなった。
　次に、学校外主体が教育活動に携わる意図、すなわち何のために関与しているのか、さらなる展
望と課題についての認識を明らかにすることを試みた。従来、イタリアの「社会的主体」の興隆の
背景には雇用創出の要請が強く働いていると言われてきたが 4、学校教育に携わる人材の理念や教
育的意図は必ずしも明らかでなかった。この意図について各人材に対する聞き取りをおこなった。
　最後に、これら学校外主体が関与する教育活動の、当該学校における教育活動全体のなかでの位
置づけを明らかにした。外部主体を活用することによって、通常の学校教育の何が補われているの
か、参与する外部主体の属性によってそうした位置づけに違いがみられるのかを明らかにした。こ
の点については、当該校の教育活動 3 か年計画（PTOF）等の学校文書及び、組織長（ないし代理
として副組織長）へのインタビューデータを参照した。
（３）調査対象
　調査対象とした地域は、先進的な取り組みの蓄積を有する北イタリアのボローニャ（基礎自治体
＝コムーネ）である。本稿では、同コムーネの学校に散見される仕組みを、ほぼ網羅的に備えるＡ
組織の事例を検討する。Ａ組織は、前期中等教育学校 1 校、初等教育学校 3 校、幼児学校 1 校で構
成される、およそ児童生徒数 1000 人規模の組織である 5。同コムーネでも外国出身世帯が多く集住
するＮ地区に立地する。児童生徒全体の約4割が外国出身か外国出身の親をもち、しばしば言語的・
文化的困難を抱えている。2013-14 年度の学校評価レポート（ＳＮＶ）では、経済 ‐ 社会 ‐ 文化
水準指標（ＥＳＣＳ）の査定（初等学校 5 学年のみ抽出）より、主とする構成員が上位中間層で、
一部に低水準層と高水準層を含むとされている。
２．学校外主体との連携による教育活動
　まず、Ａ組織がＰＴＯＦに示す教育活動のうち外部主体との連携によるものについて、内容、対
象者、時間、活動場所の観点から分析し、〈支援〉か〈教育〉か、〈個別〉か〈包括〉か、という二
つの軸で 4 つにカテゴリー化すると、およそ下記のようになる。むろん〈教育〉と〈支援〉は明確
に切り離せるものではないが、何らかの知識や資質・能力ないし技能の習得を目的として積極的な
介入を行う場合に〈教育〉ととらえ、他方、それらの欠如ないし不足、あるいは何らかの問題状況
を前提として補償的な介入を行う場合に〈支援〉ととらえることとする。さらに、そうした教育や
支援の対象が特定の個人に限定される場合に当の介入を〈個別的介入〉ととらえ、より広く対象を
学級全体や学年全体、ないし学校全体へと拡張している場合には〈包括的介入〉ととらえる。
　なお、調査期間中に詳細の検証が叶わなかったものに、スポーツ（ラグビー）、語学検定、夏季
特別活動、ＩＣＴ（タブレット操作とＳＮＳやプログラミング）、障がいのある子どもを対象とし
た特別支援教育の一環としての畑作業があった。また、障がいのある児童生徒のための支援員、関
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連して、臨床心理士、言語聴覚士といった専門家も学校に協力しているが、別途、調査をおこなう
必要がある。
（１）個別的な支援
・外国出身児童生徒のイタリア語
　外国出身でイタリア語能力の不足から学校生活ないし学習に支障のある児童生徒を対象に、週 1
回 2 時間、コムーネが社会協同組合との協約により指導員を派遣し、イタリア語教室を実施してい
る。対象児童生徒による経費負担は発生しない。正課の時間帯に実施されるものの、対象児童生徒
のみを別教室に移動させ、イタリア語の習得に特化した特別のプログラムが提供される。その意味
で、イタリア語能力の欠如という条件を満たす一部の児童生徒のみを対象とし、その欠如を補うと
いう補償的介入をおこなう、個別的な支援である。6
（２）包括的な支援
・ＩＮＳ（インス）[INsieme a Scuola]
　タイトルは「一緒に学校へ」を意味する。怠学・退学防止を目的として、リスクの高い児童生徒
に対する個別支援から学校の魅力化という包括的介入までを幅広く含む。対象児童生徒や教員によ
る経費負担は発生しない。地方財団による助成プロジェクトで、Ａ組織を含む複数校と第三セクター
主体から構成される地域ネットワークが企画を申請して助成を獲得した。Ａ組織は、職工ワーク
ショップ、教員のＩＣＴ研修、発達障害の個別計画といった 6 アクションを実施中である。
（３）個別的な教育
・ＭＵＳＩＣＡ　ＳＣＵＯＬＡ
　タイトルは「学校音楽」を意味する。民間アソシエーションが学校との協約によって正課内に音
楽教員を派遣し、希望学年ないし学級の全児童生徒に楽器紹介と合唱レッスンを提供する。その場
合、児童生徒や教員に経費負担は発生しない。さらに正課外では、希望者の自己負担（アソシエー
ション年会費50ユーロと年間受講料500ユーロ程度）により個人レッスン（ピアノ、ギター、フルー
ト、ドラム）を提供する。
・ＳＣＵＯＬＡ ＡＰＥＲＴＡ
　タイトルは「開かれた学校」を意味する。学校と個別に契約を結ぶ外部講師が、初等学校と前期
中等学校の児童生徒を対象におこなう任意参加の放課後教室である。副組織長によれば、経済的負
担を軽減しつつ、幅広い層の子どもたちに学校教育以外の教育活動（習い事）へのアクセスを与え
るための対策である。学校教育活動に対して付加価値を与えるものと解釈される。活動費は参加者
の自己負担である。
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　Ａ組織では現在、3 校の初等学校にてスポーツ、演劇、音楽、ダンスの活動が提供される。
2016/17 年度の週間スケジュールは下表のとおりで、2016 年の 10 月から 1 年間の休暇を除く凡そ
8 か月間ほぼ毎週実施される。
表１．SCUOLA APERTA の週間計画
月 火 水 木
Ｄ校 スポーツ 音楽 ダンス
Ｓ校 音楽 スポーツ
Ｃ校 音楽 スポーツ
Ｒ校 演劇 ダンス 音楽
出典：学校提供資料より筆者作成。
　募集案内にみる参加費（概算）は、Ｄ校、Ｓ校、Ｃ校で 15 名の場合に 1 人年間 242 ユーロ、25
名の場合に 222 ユーロ、Ｒ校で 15 名の場合に 1 人年間 266 ユーロ、25 名の場合に 246 ユーロで、
スポーツ、音楽、演劇を含むセット料金となっている。ダンスのみ別途、1 人一か月 30 ユーロと
される（それでも参加希望があることから提供主体が示した条件に従っている）。
　イタリアの小学校では登下校に保護者が付き添うことが多く、迎えに来る保護者に対して、活動
の最後20分間を参観可能な時間帯としている。ダンスは年度末に保護者を招いて発表会をおこなう。
（４）包括的な教育
・ＥＭＰＡＣ （エンパック）第 ２ フェーズ [Empowering Parents and Children] 
　外国出身児童の包摂を目的とした一連の実践群である。外国出身児童の学業達成の向上、他の児
童を含む相互の社会化と関係性の促進、学校生活への包摂の促進、保護者の参加の促進、外国出身
保護者のイタリア語力向上の支援等を含む。Ａ組織のうちＳ初等学校のみで実施される。2012 年
10 月から 2014 年 10 月実施されたＥＵの助成による国際アクションリサーチに同校が参加したこ
とを契機として、助成期間が終了した現在も、独自に取り組みを継続しているものである。ほとん
どの活動で、対象児童生徒の経費負担は発生しない。
・ＡＧＩＯ（アージョ）
　タイトルは「心地よさ」を意味する。ボローニャ市が民間アソシエーションとの協約により、心
理と運動の両面から教育及びケアをおこなう「プシコモトリア」（psicomotoria）の活動を提供する。
小グループでの感覚運動遊びから、表象（シンボル）遊び、表現・伝達能力を高める遊びへと発展
する。対象児童生徒の経費負担は発生しない。Ａ組織のうち幼児学校のすべての子どもを対象とす
る包括的な教育活動である。
・Ｗ Ｌ ‘ ＡＭＯＲＥ（ビバ・ラモーレ）
　エミリア・ロマーニャ州の保健公社（ＡＳＬ）内の青少年部門「若者スペース」（Spazio 
Giovani） が管区内における中等教育段階の学校を中心に展開する性及びジェンダーに関する教育
活動である。7
　Ａ組織のうち前期中等学校において、講習を受けた市の教育員が、上記のテキストを活用しなが
ら数回の授業をおこない、事後には生徒らを引率して「若者スペース」を実際に訪問し、専門の心
理士と面談させている。対象生徒による経費負担は発生しない。
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・ＭＵＳＩＣＡ　ＳＣＵＯＬＡ
　タイトルは「学校音楽」を意味する。前項にも取り上げた同名の活動と同じ民間アソシエーショ
ンの派遣講師が、正課外の時間（おもに放課後）に、希望者の自己負担（アソシエーション年会費
50 ユーロと年間受講料 500 ユーロ程度）により個人レッスン（ピアノ、ギター、フルート、ドラム）
を提供する。
・地域ミュージアム・公共図書館との連携
　Ａ組織がある地域のミュージアムと公共図書館では、独自に企画した教育活動を提供している。
毎年度、事前に年次計画をＡ組織に配布しており、多くの場合は学級ごとに任意で希望する活動に
申し込み、施設を訪問して活動を利用する。これまで、自然教育、人権、多文化共生に関わる教育
活動が提供されてきている。ほとんどの活動で、対象児童生徒や教員に経費負担は発生しない。
３．供給者の社会的属性と派遣の仕組み
　上記の教育活動の供給主体の属性及び連携形態について、その社会的属性によって分類し概要を示す8。
・コムーネ教育専門員
　Ｗ　Ｌ ’ ＡＭＯＲＥを実践する教育員は、コムーネに直接雇用される各学校組織付の教育員であ
る。通常は児童生徒や保護者が抱える学校生活上の問題について相談・助言にあたる。日本の学校
ソーシャルワーカーに類似した役割を担う。従来、コムーネは、9 つの地区（クアルティエーレ）
ごとに教育専門員の配置をおこなっていたが、2009 年から学校組織ごとの配置に再編して現在に
至る。
　Ａ組織に配置されたＤ氏の前職は社会福祉士で、コムーネに雇用され同地区に配置されていた。
その前には民間で長いあいだ障がい児教育支援に従事した経験をもつ。Ｗ Ｌ ’ ＡＭＯＲＥについて
は、個別に州の講習を受講していたことから、学校の依頼を受けて、実践の導入を担った。とくに、
前職までの経験と人脈を生かして州保健局と学校のあいだの調整をスムーズに行えたことが有利で
あったと述べる。現在は、実践を教員らに委ねている。
・コムーネ×サードセクター：社会的協同組合
　外国出身児童生徒のためのイタリア語指導員は、市内に拠点をもつ社会的協同組合から派遣され
る。このＧ氏は現在 30 代前半で、イタリア学の修士課程を修了後、イタリア語教授法の大学専門
課程で第一課程を修了（Master Ⅰ）、第二課程を履修中である。過去には、他の社会的協同組合の
もと、難民収容施設でイタリア語講師を務めた経験をもつ。
　現在、Ａ組織のＳ初等学校とＤ初等学校で各 1 グループ、およそ計 20 名に対して週に 1 回 2 時
間の指導をおこなう。
・コムーネ×サードセクター：社会的アソシエーション
　ＡＧＩＯは、幼児学校の全幼児を対象とする教育活動である。現在、コムーネが民間に委託する
学校介入はもっぱら個別の特別支援であるなかで、このように一定の年齢層の子どものすべてを対
象とする事業は例外的である。1990 年代、当時のコムーネの教育政策課が「プシコモトリア」の
重要性を認め、以来、コムーネと社会的アソシエーションＡＮＵＰＩとの協約にもとづき、管内の
学校における普及を推し進めてきた経緯がある。2003 年には、ＡＮＵＰＩを中心として複数の社
会的協同組合と社会的アソシエーションが合同アソシエーション（ＡＴＩ）を設立し、当該地域で
018061-01_P075-086.indd   79 2020/03/24   14:28
― 80 ―
イタリア公教育に関与する学校外主体の属性と機能　―Ａ組織の事例―　（髙橋　春菜）
展開する事業を体系的に取りまとめて、間内の各学校に効率的に再配分した。
・社会的アソシエーション
　ＭＵＳＩＣＡ　ＳＣＵＯＬＡは社会的アソシエーションが直接に学校と協約を結んで展開する稀
有な事例である。同アソシエーションは 1986 年に音楽活動の普及を主旨としてボローニャで設立
された。現在、1953 名の会員を有する。学校での音楽普及活動は 2014 年から展開している。代表
への聞取りによれば、毎年、約 100 校で 1200 名の児童生徒に有料の個別レッスンを提供し、200
校で無料のコンサートや楽器紹介、合唱レッスン、教員研修を提供する。独自の選抜を経て登録し
た指導員は約 140 名で、独自の研修も実施している。
　学校では放課後の個人レッスンも提供しており、希望者は年会費50ユーロと年間受講料500ユー
ロ程度を負担する。アソシエーションは、この会費分を蓄積して上述した全児童生徒対象の活動や
学校での楽器レンタル費用に充てる。こうした会費を基盤とする資金運用を中核として、しばしば
州や財団等から他のプロジェクト型助成を受ける際には、各学校との直接の折衝により運用先を決
定している。
・財団×地域ネットワーク
　ＩＮＳは、ボローニャ・ラヴェンナ・モンテ財団 [Fondazione Monte di Bologna e Ravenna] （以
下、モンテ財団）がボローニャ県域の 12 ～ 17 歳が通う前期・後期中等学校を含む地域ネットワー
クを対象に、怠学・退学（ドロップアウト）防止のプロジェクトを二年毎（更新可）助成する。あ
らかじめ財団が示した方針に同意する複数の学校が第三セクターの主体を含む地域ネットワークを
構成し、独自プロジェクトを企画して財団に申請、財団が採択を決定する。
　採択の選考規準は、1．ネットワークの組織と構造の妥当性（35 点満点）2．戦略の首尾一貫性（25
点満点）3．介入と検証の方法の有効性と効率性（20 点満点）4．プロジェクトの長期的な持続可
能性と（他の文脈への）移行可能性（10 点満点）5．コスト（10 点満点）である。現在、助成制度
全体の年間予算 30 万ユーロで、約 60 の学校を含む 12 ネットワークを助成している。
　ＩＮＳの前身は、移民児童生徒支援に特化した同財団による助成事業 Sei  più（あなたはもっと
できる）であった。財団担当者への聞取りによれば、2008 年以降の経済危機を背景に困難層が移
民にとどまらず拡大したことを受けて、ＩＮＳでは対象者層を一般児童生徒にまで拡張した。また
地域ネットワーク対象の助成形態が採用されたのは、地域の相互扶助を促進する目的に加え、株価
の下落で財団予算が激減したために各学校組織への個別の助成が困難になったことにもよる。
・エミリア・ロマーニャ州
　Ｗ Ｌ ‘ ＡＭＯＲＥは、エミリア・ロマーニャ州の保健機構（ＡＳＬ）がオランダのモデルに倣い、
ＷＨＯ、ユネスコ、他州の指針に沿いながら導入した青少年向けの性愛に関する教育プログラムで
ある。州が作成したブックレット及び公式インターネットサイトが実践の主な指針となっている。
　州ＡＳＬが 2013 年に実施した教育関係者向けの講習会を任意で受講した教員らを中心に学校で
の実践が展開している。なお現在も随時、州内各地で講習や研修が実施されている（地区で独自に
担当者を立てるなど実施主体は多様化している）。
　州ＡＳＬの「若者スペース」は、いつでも青少年らが相談等で訪問しやすいよう空間構成にも配
慮している。この意味でＷ Ｌ ‘ ＡＭＯＲＥ実践は、「若者スペース」という地域リソースに生徒ら
を接続するためのアウトリーチ活動として捉えることもできる。
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・ＥＵ×コムーネ×大学
　ＥＭＰＡＣは、EU 資金 [European Community Program for Employment and Social Solidarity 
PROGRESS 2007-2013] により、イーリング・ロンドン自治区（イングランド）をコーディネーター
として、欧州パートナーにボローニャ市（イタリア）とウスティ州（チェコ共和国）を迎えた国際
アクションリサーチであった。
　ボローニャ市では、市の教育セクション及びインターカルチュラル教育の研究実践センター、Ｎ
地区、ボローニャ大学の専門家と市内対象学校（幼児・初等）の担当教員・校長らがプロジェクト
チームを構成した。目的と検証ツールを国際メンバーで共有し、具体的な実践内容、すなわち目的
へのアプローチはプロジェクトチームに委ねられた。
　実施内容は、教員の研修、親の学校会議や行事への参加促進、親子による料理や絵本作り等の共
同作業、教員らによる親子対象の実践的な特別授業（楽器紹介、化石、化学実験など）、地域の施
設訪問（植物園、図書館等）、母親のイタリア語ワークショップであった。
　二種のテストとフォーカス・グループでの検証の結果、じっさいにボローニャのチームが親の学
校参加を促す実践に取り組んでいたこと、とりわけ参加児童の言語面の改善が統制群に比べて有意
に高く、親同士の関係及び、親と教員の関係が改善したことが確認された。
・個人
　放課後活動は、学校がホームページで公募し、個人ないし団体が活動計画（概要）と予算を提示
して応募、Ａ組織が採択を決定し、年次契約を結ぶ。公表される採択規準は次の通りである。1．
学校組織提供の教育活動との無矛盾性、2．各家庭の経済状況に見合った料金設定、3．6 ～ 14 歳に
適したワークショップ形式、4．国立学校の教育活動の発展として適切か、5．疾病等による中断の
際の担当代替可能性、6．どの学校で活動したいか、学校内の空間で活動可能か（教室、体育館、
情報教室、プシコモトリア空間）、以上である。
　当該年度は、ダンス以外の活動につき各校で 15 名程度の参加があり、音楽担当の指導者は一回
につき30ユーロ程度（担当者への聞き取りより、平均ひと月500ユーロ程度）、ダンスはＤ校28名、
Ｒ校 17 名（いずれも最大時）と参加者数に学校差があるが、活動期間 8 か月間につき平均でひと
月 1165 ユーロという比較的高額の報酬が得られた。
４．個人か組織か
（１）フリーランスの社会的属性と意図
　なかでも属性や関与の意図が明確でないのはフリーランスで関与する個人である。Ａ組織の放課
後教室担当 2 名は、ダンスと音楽を担当する 20 代後半と 60 歳代後半である。前者は大学の法学部
に在籍中で、控訴裁判所の研修生として年間 10,000 ユーロ程度の収入を得ている。後者はフリー
ランスで活動する（Ａ組織の放課後教室もこれに当たる）ほか、社会的アソシエーションでも活動
しており、収入はおよそ年間 12,000 ユーロである。前者は 3 歳からダンスを続けており、18 歳か
ら子どもたちに教えている。後者は管楽器のプロ演奏家として活動する傍ら多くの学校で教えるほ
か、ボランティアで病院や福祉施設でも教え、楽譜のブライユ点訳を学んだことから視覚障がい児
の指導もおこなっている。
　この 2 名に対し、質問紙調査で記述回答式の質問のほか、以下 9 項目のモチベーションと満足度
を 6 件法（0．まったくない、1．ほとんどない、2．わずかしかない、3．どちらかというとある、
4．十分にある、5．かなりある）で尋ねた。
　項目 1「活動そのものの価値」で 2 名とも評価が高く（2 名ともモチベーション・満足度のいず
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れも5）、「情熱を伝える」、「確固たる意志」によって推進しているといった記述もみられた。項目
2「学歴を活かす」、項目 3「資格の活用」、項目 4「経験を活かす」でも、2 名ともに満足度を 4 ～
5と高く評価し、とりわけ1名は、2・3において満足度をモチベーションよりも1段高く評価した。
項目 7「謝礼」については 2 名ともモチベーション・満足度ともに 3 と、他の項目に比して低く評
価している。項目 8「今後の雇用機会」では、2 名とも共通してモチベーションを 5 と評価しつつ
満足度を 4 と 1 段低く評価した。両者ともＡ組織に協力して 5 年になるが、学校と個人の直接契約
という連携形態が孕む慢性的な不安定さを指摘するばかりでなく、できれば他の機会にも接続した
いとしている。
　このように、Ａ組織に個人として関与する人材は、すでにキャリアを終えた退職人材か、これか
らのキャリア形成を見据えた若い人材のどちらかに両極化していることがわかる。その意味では長
期にわたる継続性や発展性が担保されているとはいいがたい。また本人は待遇の面で現状に満足し
ておらず、加えて契約の不安定さが指摘されていることに鑑みても、別の機会があればそちらに移
転してしまうリスクも高い。したがって、こうした外部人材の個人による関与は、短期的、過渡的
なものとなっているといえる。
同様のことは、コムーネとの協約で社会的協同組合から派遣されるイタリア語講師のＧ氏にも
あてはまる。氏は現在、同じ社会的協同組合の派遣でＡ組織を含む市内の３組織で週に 30 時間の
授業を担当しており、これは正規雇用の初等学校教員の週の労働時間（24 時間：22 時間の教授＋
２時間の企画準備）を上回るが、ひと月の収入は手取りで 700 ～ 780 ユーロと、初等学校のキャリ
ア０～８年目教員の給与所得約 1262 ユーロ（教員組合 FLC/CGIL より。ほぼ同額の賞与を除く。）
に比べてかなり低い。Ｇ氏は、教授活動の位置づけが周縁的であること（時間不足）、専門性が待
遇に反映されないこと（待遇）から、いずれ県が運営する成人教育センター（ＣＰＩＡ）の正規雇
用ポストに就きたいとしている。
（２）組織間競争と運営形態の模索
　コムーネが関与する学校教育活動は主に個別的で補償的な支援としての介入であるなか、例外的
に包括的介入であったのがＡＧＩＯである。ところが調査中に、ＡＧＩＯを主宰していたＡＮＵＰ
Ｉとコムーネの協約更新が打ち切られる事態が生じた。コムーネが初めて同事業に入札方式を導入
した結果、ＡＮＵＰＩとは別の社会的協同組合が入札を獲得したためである。このように、公立学
校における教育活動への関与に、組織間での競争原理が働きつつあることが浮き彫りとなった。
　今回の入札で社会的協同組合が採択された根拠は公表されていないが、少なくとも事業の質に差
がみられなければ、補完性原理に鑑みて自律性の高い主体が有利となるであろう。この点について
は、アソシエーションと社会的協同組合の法人格の違いが指摘される。社会的アソシエーションは
投資及び収益の再配分はできず、構成員に対する報酬は当該の活動が生じた場合の都度払いで給与
はない。これに対し社会的協同組合は投資も認められる企業体で、構成員に給与を支払うことがで
きる。また、個別事業の中断や廃止に伴うリスクを自ら負う能力も有する（構成員の給与を維持し
たまま他の職種に転職させるなど）。仮にコムーネが完全に撤退して民間に事業をゆだねる場合な
どにも、社会的協同組合のほうが自律的な経営責任能力は高いといえる。
　一方、ＭＵＳＩＣＡ ＳＣＵＯＬＡをボローニャ県域で展開する社会的アソシエーションは、学
校という安定した公的な現場にサービス供給の足場を置く一方で、財政基盤を公的主体のみに依存
せず、経済的余裕のある個人に依拠する方針を採用している。社会的アソシエーションは、社会的
協同組合のように強固な経営基盤を持ち得ないものの税制上の義務は軽減される。このアソシエー
ションのように、任意の会員による会費等で自前の財政基盤を維持できれば、公的事業への依存ゆ
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えに抱えざるを得なかった経営能力の脆弱性も克服しうる。
　あるアソシエーション会員によれば、ボローニャで複数の学校にアクセスするには何らかのアソ
シエーションへの登録が欠かせない。組織間の競争が生じるなかで、まして個人による参入は―前
項でみたように周縁的なものでない限り―困難となっており、その組織形態も様々に模索されてい
るのである。
５．教育の個別化とネットワーク化
　以上にみてきたように、Ａ組織においては、属性の異なる学校外主体の関与によって、非常に幅
広い教育活動への介入がおこなわれていることが浮き彫りとなった。それは、大きくわけて、個別
的な支援・教育と、包括的な支援・教育とに集約できる。
　Ａ組織の例にみるように、現在コ
・
ム
・
ー
・
ネ
・
は、外国出身児童生徒のイタリア語教育という個別ニー
ズに補償的に対応している。他方、学
・
校
・
が
・
独
・
自
・
に推進する放課後教室も希望制という点では個別ニー
ズ対応であり、通常の教育活動に付加価値を生み出している。いずれも学校教育活動全体からみれ
ば限定的かつ周縁的である。とはいえ、その意義は、昨今のイタリア公教育の方針に照らして無視
できない。
　幼児教育から前期中等教育のイタリア公教育の基準は、「幼児学校と第一サイクル（初等・前期
中等教育）のカリキュラムのための全国要領」（以下、全国要領）に示されている。その現行版（2012
年）では、欧州議会と欧州理事会による「生涯学習のためのキーコンピテンシー」（2006）を「一
般目標」とするとともに、「人格の中心性」という見出しのもとで学習の個別化を推奨している。
グローバル化を背景とした競争と変化のなかで、より一層、個人の責任が問われたためである。こ
うした公教育の新たな要請にも学校外人材が対応しつつあるのである。
　他方、より一般に幅広い児童生徒を対象として従来の教育課程に変容をもたらす包括的な取り組
みは、ＥＵ（ＥＭＰＡＣ）、州保健局（Ｗ Ｌ ’ ＡＭＯＲＥ）、財団（ＩＮＳ）といった超
・
域
・
的
・
な
・
主
・
体
・
による資金投入と指導に牽引されている。とりわけ移民包摂（異文化間教育）や怠学防止、保健領
域での青少年健全育成といった、従来の正規学校教育課程の枠組には含まれなかった現代的課題に
取り組んでいる。
　もっともＥＵや財団の事例にみられたような各学校の申請による競争的資金には、質格差を温存
するという懸念が指摘されている。すでに申請時点で資源・技術・能力に優れた主体が優れた申請
内容によって次の資金を獲得するという、イタリアで一般に「すでに潤っているところに雨が降る」
（”Piove  sul  bagnato.”）と揶揄される問題である。これに対してＩＮＳでは、地域教育を長く牽
引してきた有力なコンサルタントを招聘して財団担当者が緊密に連携を図り、公募時点での明確な
コンセプトの提示、きめ細やかなモニタリング（学校担当者らを招いての定期的なヒアリングなど）、
予算編成及び使途の妥当性検討を通じて、質の格差を放置しないマネジメントを工夫している。
　また、プロジェクト型予算は、活動が単発的になりがちであるとも懸念される。各事業は、自律
的なネットワーク形成（ＩＮＳ）、アクションリサーチによる理論化（ＥＭＰＡＣ）、関連情報の蓄
積と公開（Ｗ Ｌ ’ＡＭＯＲＥ）、モニタリングによる経過の記録（ＩＮＳ・報告書が出版される予定）
により、持続的な知的・実践的リソースの産出を試みている。
　Ａ組織における新たな教育課題への対応の質は、こうした学校外主体の組織的な質保証の工夫に
左右されていると言っても過言ではない。そのうえで、これらの EU や財団による助成プログラム
が、主な方針を指導しつつも具体的な企画運営を現場の主体に委ねていることは特筆される。さら
に各学校（組織）を含む地域連携を推奨していることも見逃せない。こうした学校外主体の主導に
よって、民間資金の助成を仲立ちとた、新たな学校と地域民間主体との水平的連携が促されつつあ
018061-01_P075-086.indd   83 2020/03/24   14:28
― 84 ―
イタリア公教育に関与する学校外主体の属性と機能　―Ａ組織の事例―　（髙橋　春菜）
るのである。
まとめにかえて
　このようにＡ組織では、個人から超域的な規模をもつ大型の組織にいたる様々な学校外主体の関
与によって、補償的介入と付加的介入の両面における教育の個別化と、一般に児童生徒たちの教育
課程に広く関わる教育改善のための地域ネットワーク構築が同時並行的に進められている。
　とはいえ、とりわけ個人で介入する場合の雇用形態の不安定さや待遇の課題、組織による介入に
みられた組織間競争、質格差、またいずれの場合にも懸念される継続性や発展性に係る問題は無視
できない。今後、イタリア公教育が学校外主体との連携を益々深めていくのであれば、そうした具
体的な諸問題の解決を抜きにしては実質的な公教育の改善は見込めないであろう。
　ひるがえって、昨今の日本におけるコミュニティ・スクールや社会教育士といった学校・地域教
育に係る議論を参照するにあたっては、関与する外部主体の属性や機能、配置や待遇の区別につい
て具体的な議論がほとんどみられない。イタリアに限らず、海外の先行事例に照らして、それら諸
側面の構想をいかに描いていくのか、具体的な検討が求められよう。
　ただし本稿はケーススタディである。イタリアで先進的な地域のなかで、なおかつ多様な実践を
網羅的におこなうＡ組織を選定したとはいえ、さらに多様な実態が各地にみられうることは言うま
でもない。また、学校外人材の活用に消極的な学校の事例なども検討する余地を残している。さら
に、Ａ組織における学校外主体の教育的関与に限ってみても、本稿で扱うことのできなかった事例
の検討、より具体的な実践の中身や児童生徒たちへの影響、経済効果など、さらに踏み込んで検討
すべき課題は多い。これらについては、今後の課題としたい。
追記
※調査に協力してくださったＡ組織の関係者のみなさんに感謝申し上げます。
※ 本稿は、科研費・研究活動スタート支援 16H07147「イタリアの学校教育に関与する外部主体の
多様性と地域コーディネートに関する調査研究」（2016 年度・2017 年度）の助成を受けて実施し
た研究調査の成果をまとめたものである。
※ 本稿は、上記科研費の成果の概要を示した「研究成果報告書」にもとづき、さらに分析を加えて
「イタリア・ボローニャ市で学校に協力する外部主体の多様性―A 校の事例」日本比較教育学会
第 53 回大会、東京大学 2017 年 6 月 23-25 日（一般発表・個人）で報告したものを、加筆修正し
て新たに整理したものである。
（1）   髙橋春菜「イタリア公教育における学校外教育の位置づけの変容―1985 年版と 2012 年版の国の指針の内容分
析からＥＵの影響に着目して」『東北大学教育学研究科研究年報』第 63 集、第 1 号、2014 年、221-244 頁。
（2）   髙橋春菜「ボローニャの「地域教育サービス拠点」（ＳＥＴ）の起源を尋ねて―コムーネ独自の学校教育政策
から受け継いだもの」日伊協会『日伊文化研究』第 54 号、2016 年、71-84 頁。
（3）   新しい教育課題を取り上げた報告に、野津隆志『アメリカの教育支援ネットワークーベトナム系ニューカマー
と学校・NPO・ボランティア』東信堂、2007 年などがある。
（4）   田中 夏子『イタリア社会的経済の地域展開』日本経済評論社、2005 年。
（5）   このように幼児学校から前期中等学校の複数校を 1 つの管理運営母体のもとに管轄する組織形態は、とりわけ
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1990 年代以降、イタリアの公立学校に広く普及している。
（6）   Ｓ初等学校での観察では、8 名（10 名中 2 名欠席）の児童を原学級から取り出して一教室に集めて、「1 日の活
動」についてトピック型の授業が展開された。授業は、会話、制作活動、読み方、板書と穴埋め問題、短作文
まで順序よく構成されたものであった。ただしＧ氏は、児童の言語能力の向上に鑑みれば、週に 2 時間は十分
でないと指摘する。
（7）   同部門は人材育成の講習を開いてきているほか、独自のワークブックを作成している（性徴、性イメージ・ジェ
ンダー、愛情関係、アサーション、自覚、選択、他者感情の理解、コミュニケーション能力、インターネット
安全使用、ポルノグラフィー等の犯罪、性的関係、避妊等を扱う）。また、特設のインターネットサイトで常時、
情報提供をおこなうとともに、相談等の窓口も開設している。
（8）   地域のミュージアム及び公共図書館との連携の詳細は以下を参照。髙橋春菜「第 20 章 知の工房としての公共
図書館」、土肥秀行・山手昌樹（編著）『教養のイタリア近現代史』ミネルヴァ書房、2017 年、295-308 頁。
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